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内部統制基本方針の一部改定に関するお知らせ 
 

当社は2013年3 月27 日開催の取締役会において、内部統制基本方針の一部改定を決議しま

したのでお知らせします。 

今回の改定は、匿名相談制度を明確化したことに伴う変更や、現況に合わせた表現等の修正で

あり、内部統制基本方針の本質を改定するものではありません。なお、内部統制基本方針の全文

は下記の通りで、主な改定箇所を下線で示しています。 

 

記 

 

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①取締役及び使用人（以下、「役職員」という）の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保し、かつ社会的責任を果たすために、SKKグループコンプライアンス行動規範を

定め、それを役職員に周知徹底させる。 

②社長を委員長、経営会議メンバーを委員とするコンプライアンス推進委員会は、コンプラ

イアンス・プログラムに基づくコンプライアンス推進施策を承認し、その実施状況を監督

する。 

③社内外の研修等を通じて役職員の知識を深め、コンプライアンスの意識を高める。 

④役職員からの内部通報等を受け付けるため、外部の弁護士を含む複数の相談窓口を設置し、

問題の早期発見・解決を図る観点から匿名相談にも対応する。 

⑤市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係を遮断するとともに、反社会

的勢力による不当要求を拒絶する。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書、契約書、その他業務の執行

状況を示す主要な文書（電磁的記録を含む）は、文書管理規定により保存及び管理する。 

②取締役は、上記の文書を常時閲覧できる。 

 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①経営リスク管理規定を定め、業務執行に係るリスクの把握と管理を行う体制を整備する。 

②各部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門が行う。 

③リスク管理担当役員である管理部門管掌取締役を委員長、各部門の管掌役員を主たる委員

とするリスク管理委員会を設置し、リスク予防施策を審議するとともに、重大な経営リス

クが顕在化したときには、対策本部を設置し、被害を最小限にするための対策を講じる。 

 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会を原則として毎月開催し、重要事項の決定及び業務執行状況の監督を行う。 



 
②取締役会の効率化を図るため、常勤取締役及び執行役員が参加する経営会議を原則として

毎週開催し、取締役会が決定した基本方針に基づき経営の重要な事項を審議、決定する。 

③取締役会において中期経営計画及び単年度事業計画の策定、同計画に基づく部門毎の業績

目標設定を行い、月次業績を管理する。 

 

(5) 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制 

①関係会社管理の担当部署を置き、関係会社管理規定を定め、状況に応じて必要な管理を行う。 

②監査部は、当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果を社長に報告する。 

③子会社については、当社の取締役または管理職である使用人を子会社の非常勤取締役に選

任し、業務執行状況を監督する。 

④監査役は、定期的に子会社の調査を行い、その結果を社長に報告する。 

 

(6) 監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する体制 

監査の実効性を確保するため、必要に応じて監査部に監査役の職務を補助する使用人を置く

こととする。 

 

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

取締役は、監査役の職務を補助する使用人の選定、異動、評価、処分に関しては、監査役の

同意を得る。 

 

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

①取締役及び使用人は、監査役に対して以下の報告をする。 

イ. 取締役会、経営会議等において経営の状況及び事業の遂行状況 

ロ. 法令・定款に違反する重大な事実、その他会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事

実を発見したときはその事実 

②稟議書、経理伝票等会社の経営に関わる重要書類を回付する｡ 

 

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①代表取締役と監査役は相互の意思疎通を図るため、定期的に会合を持つ。 

②取締役は、監査役と監査部、子会社取締役、会計監査人等との意思疎通、情報の収集・伝

達が適切に行われるよう協力する。 

 

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制 

社長の指示の下、経理部及び監査部を主たる部門として、財務報告の信頼性を確保するた

めの体制を整備し、運用する。 

 

以 上 

 

本件に関するお問い合わせは次にお願いします。 

生化学工業株式会社 総務部 ＩＲ・広報担当 

田中・梅本 TEL. 03-5220-8950 


